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１ 計画の目的  

この計画は、中津市地域防災計画に定める要配慮者のうち、災害が発生し、又は

災害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難な者であって、その円

滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する避難行動要支援者が国の「避

難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」に基づき、実行性のある避難支

援等がなされるよう、情報伝達や避難支援等の支援体制の整備を図り、もって地域

の安全・安心体制を強化することを目的とする。  

なお、この計画の施行に伴い、中津市災害時要援護者避難支援計画（平成２１年

４月１日施行）は廃止する。  

 

２ 計画の基本方針  

 この計画は、要支援者について避難の支援、安否の確認その他の要支援者の生命

又は身体を災害から保護するために必要な措置（以下「避難支援」という。）を実施

するための基礎とする避難行動要支援者名簿を作成することにより、関係する職員、

民生委員、自治委員、自主防災組織等、要支援者の避難を支援する者（以下、「支援

者等関係者」）との信頼関係を構築し、地域での日常的な声かけによる見守り活動

を行うことにより、地域ぐるみの支援体制を確立するとともに、要支援者が自ら地

域に溶け込んでいくことができる環境づくりを目指すものとする。  

 

３ 避難支援等の対象  

（１）要配慮者  

 高齢者、障がい者、乳幼児、その他の特に配慮を要する者をいう。  

（２）避難行動要支援者  

   要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避

難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支

援を要するもの（以下、「要支援者」という。）をいう。  

 

 

 

 

 

 

要配慮者  

（高齢者、障がい者、乳幼

児、その他の特に配慮を要

する者）  

要支援者  

（自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避

難の確保を図るため特に支援を要する者）  

要配慮者、要支援者の関係図  
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４ 避難行動要支援者名簿の作成  

 市は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に備え、要支援者の

避難支援を行うために、市関係部局間で連携し、あらかじめ要支援者名簿（以下、

「要支援者名簿」という。）を作成する。なお、要支援者名簿に記載する事項は次の

とおりとする。  

（１） 氏名  

（２） 生年月日  

（３） 性別  

（４） 住所又は居所  

（５） 電話番号その他の連絡先  

（６） 避難支援等を必要とする事由（障がい種別等）  

（７） 避難支援等の実施に関し市長が必要と認める事項  

 

５ 要支援者名簿に掲載する者の範囲  

名簿に掲載する要支援者の対象者の範囲は、次の要介護高齢者、障がい者その他

市長が必要と認める者とする。  

（１）要介護高齢者等  

介護保険の「要介護３以上の者」で、在宅で生活するもの  

（２）障がい者  

ア 身体障がい者  

身体障害者障害程度等級表の級別１・２級（総合等級）の者で、在宅で

生活するもの、但し、内部障害のみで該当するものは除く  

イ 知的障がい者  

療育手帳判定基準の障害程度Ａの者で、在宅で生活するもの  

ウ 精神障がい者  

精神障害者保健福祉手帳の障害等級１級の者で、在宅で生活するもの  

（３）その他市長が必要と認める者  

前２号に準ずる者で、災害時の避難支援を希望する者のうち、市長が必要

と認める者  

 

６ 要支援者名簿の更新  

 市は、支援等関係者と連携して、随時、要支援者名簿の追加や修正を行うものと
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し、年１回は全ての要支援者名簿の更新を行うものとする。  

 

７ 支援者等関係者への事前の名簿情報の提供  

（１） 市は、同意書により、平常時からあらかじめ、支援者等関係者に名簿情報を

提供することについて同意した者の名簿情報を避難支援の実施に必要な限

度で支援者等関係者に提供する。  

（２） 市は、名簿の提供に際しては、支援者等関係者が適正な情報管理を図るよう

指導する。  

 

８ 要支援者名簿の平常時からの提供に不同意であった者の名簿情報の提供  

（１） 市は、平常時からの支援者等関係者への名簿情報の提供に同意しなかった者

の名簿を作成し、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合にお

いて、避難支援のために名簿情報の提供が特に必要であると市長が認めると

きは、必要な限度で、支援者等関係者に名簿情報を提供する。  

（２） 市は、緊急に名簿情報を提供する場合の情報漏洩防止のための必要な措置を

講ずるよう努め、支援者等関係者に対し適正な情報管理を図るよう指導する。 

 

９ 個別計画の作成  

  災害が発生し、又はそのおそれが高まったときに、要支援者の避難誘導等を  

迅速かつ安全に実施するため、あらかじめ、要支援者一人ひとりについて、誰が

支援して、どこの避難場所等に避難させるかを定めておくことが有効である。  

  このため、支援者等関係者との協働により、個別計画の策定に努める。また、

個別計画の策定に当たっては、市は、実際に避難支援に携わる支援者等関係者と

要支援者に関する基本的な情報を共有した上で、これら関係者が中心となって、

要支援者本人と避難場所、避難経路、避難方法、情報伝達方法等について具体的

に話し合いながら作成することを支援する。  

 （１）市は、地域の特性や実情を踏まえ、要支援者と支援者等関係者の具体的な

打ち合わせを支援し、個別計画の作成に努める。  

 （２）個別計画は、名簿情報に加え、発災時に避難支援を行う者、避難支援を行

うに当たっての留意点、避難支援の方法や避難場所、避難経路、本人不在

時の対応などを記載する。  

（３）平常時から要支援者と支援者等関係者が連携して、避難支援等の具体   
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的な支援方法について打ち合わせを行うよう努める。  

 （４）支援者等関係者に、要支援者と実際に避難支援に携わる支援者の打ち合わ

せの調整役としてのコーディネーターとしての協力を求める。  

 （５）支援者等関係者、特に自主防災組織や自治会に、隣近所で声を掛け合うな

ど、日頃からのコミュニケーションづくりに心がけるよう求める。  

 

１０ 個別計画の更新  

  個別計画は、要支援者が災害時に迅速かつ適切な避難を行うための計画である

ため、情報の更新を定期的に行っていくことが重要である。具体的には、個別計

画に変更が生じた場合や本人等からの変更の申請があった場合は、その都度速や

かに更新を行う。その外の場合は、支援者等関係者の協力を得て更新に努める。 

 

１１ 個別計画の管理  

  個別計画の内容は、個別計画の配布先として、支援者等関係者以外が閲覧する

ことのないようにするとともに、併せて、災害発生時の緊急の閲覧に支障を来た

さないように留意する。  

 

１２ 支援体制の構築  

  市は、支援者等関係者が平常時から要支援者名簿により、地域に住む要支援者

を把握し、避難先への搬送方法や避難場所での要支援者の引継ぎ等、支援体制の

構築に取り組めるよう支援等関係者に制度を周知し、連絡体制を整備するほか、

必要な場合は協定を締結する。  

 

１３ 要支援者に配慮した防災訓練の実施  

  市は、要支援者参加型の防災訓練の計画・実施、広報等を行うものとする。  

  自主防災組織等は、定期的に要支援者参加型の防災訓練を実施するよう努める

ものとする。この場合において、市は、必要な助言・指導を行うものとする。  

 

１４ 個人情報保護のための措置  

  市は、この計画の実施に当たり、中津市個人情報保護条例（平成１５年中津市

条例第２８号。以下「条例」という。）第７条１項及び第１０条第１項に基づき、

あらかじめ個人情報を利用する目的を明確にし、適法かつ公正な手段により行う
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ものとする。  

 （１）個人情報保護に関する指導・啓発  

    市は、健康状態、病歴、心身の障がい等に関する個人情報が、適正な取扱

いを行うべき個人情報の中でも特に配慮を要する情報であり、この計画の実

施に当たってはこの情報を取り扱うことに留意し、支援者等関係者がその重

要性を十分に認識し、万が一にも取扱いに誤りのないよう、条例第３条第１

項に基づき、必要な指導、啓発等を行うものとする。  

 （２）個人情報の管理  

    市は、この計画の実施に伴い、個人情報を取り扱う支者援等関係者に対し、

個人情報について条例第１２条第１項及び第３項の規定に基づき、次の事項

を遵守するよう徹底するものとする。  

  ア この計画に定めた者以外に閲覧させ、又は伝達しないこと。  

  イ この計画に定めた場合のほか、写しを作成しないこと。  

  ウ 紙媒体により管理すること。（市が管理する場合を除く。）  

  エ 個人情報を含む紙媒体は、施錠可能な金庫等に保管すること。  

  オ 市が電子媒体により管理する場合は、暗号化等のセキュリティ対策を講じ

ること。  

  カ 市は、情報の更新、災害応急対策の完了等によって不要となった個人情報

を、市以外の者が保有するものは返納させ、確実かつ速やかに廃棄し、又は

消去すること。  

 

１５ 防災部局と福祉部局の連携  

  市は、防災対応の主たる担い手である総務部と要支援者に関する情報を保有す

る福祉部に、平常時から連携してこの計画の実施に当たらせ、災害時における要

支援者の支援体制確立を図るものとする。  
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参考資料  

 

中津市個人情報保護条例（平成１５年６月２７日中津市条例第２８号）－抜粋—  

 

（実施機関等の責務）  

第３条 実施機関は、この条例の目的を達成するため、個人情報の保護に関し必要

な措置を講じなければならない。  

（利用目的による制限）  

第７条 実施機関は、個人情報を収集するときは、あらかじめ個人情報を利用する

目的（以下、「利用目的」という。）を明確にし、適法かつ公正な手段により行わ

なければならない。  

（利用及び提供の制限）  

第１０条 実施期間は、法令等の規定に基づき、当該実施機関の内部において利用

し、又は当該実施期機関以外のものに提供するときを除き、利用目的以外の目的

のための個人情報（特定個人情報を除く。以下この条において同じ。）の利用及

び提供（以下「目的外利用等」という。）をしてはならない。ただし、個人の権利

利益を不当に侵害するおそれのない場合であって次の各号のいずれかに該当す

るときは、この限りでない。  

（１） 本人の同意があるとき又は本人に提供するとき。  

（２） 個人の生命、身体又は財産を保護するため、緊急かつやむを得ないと認めら

れるとき。  

（３） 専ら学術研究又は統計の作成のために利用し、又は提供するとき。  

（４） 出版、報道等により公にされているものを利用し、又は提供することが正当

であると認められるとき。  

（５） 前各号に掲げる場合のほか、審査会の意見を聴いた上で、目的外利用等をす

ることにつき公益上の必要その他相当の理由があると実施機関が認めると

き。  

（個人情報の適正管理等）  

第１２条 実施機関は、個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人情報

の適正な管理のために必要な措置（以下、「安全確保措置」という。）を講ずるよ

う努めなければならない。  

３ 実施機関は、保有する必要のなくなった個人情報を確実に、かつ速やかに廃棄
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し、又は消去しなければならない。ただし、歴史的又は文化的な資料として保存

されるものについては、この限りでない。  
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災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）－抜粋—  

 

第３節 避難行動要支援者名簿の作成等  

（避難行動要支援者名簿の作成）  

第４９条の１０ 市町村は、当該市町村に居住するよう配慮者のうち、災害が発生

し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難な者であっ

て、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者（以下「避難

行動要支援者」という。）の把握に努めるとともに、地域防災計画の定めるとこ

ろにより、避難行動支援者について避難の支援、安否の確認その他の避難行動要

支援者の生命又は身体を災害から保護するために必要な措置（以下「避難支援等」

という。）を実施するための基礎とする名簿（以下この条例及び次条第１項にお

いて「避難行動要支援者名簿」という。）を作成しておかなければならない。  

② 避難行動支援者名簿には、避難行動要支援者に関する次に掲げる事項を記載し、

又は記録するものとする。  

 一 氏名  

 二 生年月日  

 三 性別  

 四 住所または居所  

 五 電話番号その他の連絡先  

 六 避難支援等を必要とする事由  

 七 前各号に掲げるもののほか、避難支援等の実施に関し市町村長が必要と認め  

る事項  

③ 市町村長は第１項の規定による避難行動要支援者名簿の作成に必要な限度で、

その保有する要配慮者の氏名その他の要配慮者に関する情報をその保有にあ

たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができ

る。  

④ 市町村長は、第１項の規定による避難行動要支援者名簿の作成に必要があると

認めるときは、関係都道府県知事その他の者に対して、要配慮者に関する情報

の提供を求めることができる。  

  （名簿情報の利用及び提供）  

第４９条の１１ 市町村長は、避難支援等の実施に必要な限度で、前条第１項の規

定により作成した避難行動要支援者名簿に記載し、又は記録された情報（以下
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「名簿情報」という。）をその保有に当たって特定された利用の目的以外の目

的のために内部で利用することができる。  

② 市町村長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、地域防災

計画の定めるところにより、消防機関、都道府県警察、民生委員法（昭和２３

年法律第１９８号）に定める民生委員、社会福祉法人（昭和２６年法律第４５

号）第１０９条第１項に規定する市町村社会福祉協議会、自主防災組織その他

の避難支援等の実施に携わる関係者（事項において「避難支援等関係者」とい

う。）に対し、名簿情報を提供するものとする。ただし、当該市町村の条例に

特別の定めがある場合を除き、名簿情報を提供することについて本人（当該名

簿情報によって識別される特定の個人をいう。次項において同じ。）の同意が

得られない場合は、この限りでない。  

③ 市町村長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難行

動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために特に必要があると認め

るときは、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者その他の者に

たいし、名簿情報を提供することができる。この場合においては、名簿情報を

提供することについて本人の同意を得ることを要しない。  

  （名簿情報を提供する場合における配慮）  

第４９条の１２ 市町村長は、前条第２項又は第３項の規定により名簿情報を提供

するときは、地域防災計画の定めるところにより、名簿情報の提供を受ける者

に対して名簿情報の漏えいの防止のためなに必要な措置を講ずるよう求めな

ければならない。  

第４９条の１３ 第４９条の１１第２項若しくは第３項の規定により名簿情報の

提供を受けた者（その者が法人である場合にあっては、その役員）若しくはそ

の他の当該名簿情報を利用して避難支援等の実施に携わる者又はこれらの者

であった者は、正当な理由がなく、当該名簿情報に係る避難行動要支援者に関

して知り得た秘密を漏らしてはならない。  

 

 

 

 

 

 



１０ 

避難行動要支援者への支援及び個人情報の管理に関する協定（案）  

 

 ※支援者に市から避難行動要支援者の個人情報を提供する場合の協定案  

 

 中津市（以下「甲」という。）と〇〇〇〇（以下「乙」という。）は、災害時の避

難に支援を必要とする避難行動要支援者への支援活動及び個人情報の管理につい

て協定を締結する。  

（目的）  

第１条 甲、乙は、互いに協力して避難行動要支援者に対して支援活動を行うとと

もに、支援のために作成された名簿及び資料（以下「名簿等」という。）の管

理を適切に行うものとする。  

（避難支援活動）  

第２条 乙は、甲の発する災害情報をもとに、避難活動支援を行う。ただし、災害

時においては、支援を行う者が自己及びその家族の安全を確保したうえで実施

するものとする。  

（名簿等の管理）  

第３条 甲は、平常時及び災害時の避難支援を行うことを目的として、乙に名簿等

を提供する。  

２ 乙は、名簿等を避難行動要支援者の支援以外の目的に利用し、また甲の承諾な

しに第三者に提供してはならない。  

３ 乙は、紛失、盗難等の事故を防ぐため、施錠のある保管場所に適切に管理しな

ければならない。  

４ 乙は、名簿等から知りえた個人情報をみだりに他人に知らせてはならない。要

支援者の支援の役割を離れた後も同様とする。  

５ 乙は、甲の承諾を得ないで名簿等を複写してはならない。  

 （名簿等の返還）  

第４条 乙は、支援の役割を終えるなど保有する必要がなくなったときは、速やか

に名簿等を甲に返還するものとする。  

 （事故の発生）  

第５条 乙は、名簿等の紛失、盗難その他の事故が生じ、又は生じるおそれのある

ときは、直ちに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。  

 （協議）  



１１ 

第６条 甲、乙は、この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項については、

その都度協議し、処理するものとする。  

 

 この協定の締結を証するため、協定書を２通作成し、甲、乙が記名押印の上、各

自１通を保有する。  

 

令和  年  月  日  

 

              甲 中津市豊田町１４番地３  

                中津市長 奥 塚 正 典  

              乙 〇〇〇〇  

                代表者      名  

 

 

 


